
令和５年４月１日現在

自治体名 事業名
総事業費

（うち交付金所要額）
補助率 事業概要

535 万円
(296 万円)

104 万円
(52 万円)

15 万円
(7 万円)

654 万円
(355 万円)

○一般コース

自治体名 事業名
総事業費

（交付金所要額）
補助率 事業概要

1,170 万円
(585 万円)

6,720 万円
(3,360 万円)

978 万円
(489 万円)

240 万円
(120 万円)

300 万円
(150 万円)

150 万円
(75 万円)

9,558 万円
(4,779 万円)

※１万円未満は切り捨て

2．結婚新生活支援事業

地域少子化対策重点推進交付金　活用状況【沖縄県】

１．地域少子化対策重点推進事業

沖縄県

結婚支援ネットワーク構築事業  2/3

「沖縄出会い応援サイト」を通じた情報発信の強化等に努め
るとともに、県主催の婚活イベント開催に加え、企業主催の
婚活イベントについても、効果的な婚活イベントとなるようコー
ディネートを行うもの。加えて、若者の結婚を応援する「沖縄
出会い応援企業」の登録促進に向けた普及啓発活動を行う
もの。

若者向けライフデザインセミナー実
施事業

 1/2
県内の高校生、大学生等を対象として、少子化の現状を学ぶ
とともに個人の将来設計を考える契機となるようなライフデザ
インセミナーを実施するもの。

恩納村
恩納村結婚新生活支援事業広報
の取組

 1/2

結婚新生活支援事業の利用促進に向け、要件の周知徹底
や村の少子化対策の取組を盛り込んだチラシ及びポスターを
作成し、住民への配布や、村関係機関への掲示依頼を行うも
の。

計

石垣市 石垣市結婚新生活支援事業  1/2
結婚に伴う経済的負担を軽減するため、新婚世帯に対し、結
婚に伴う新生活のスタートアップに係るコスト（新居の家賃､
引越費用等）を支援する地方自治体を対象に、国が地方自
治体による支援額の一部を補助するもの。

≪国の交付要件≫
・夫婦ともに39歳以下かつ夫婦の合計所得500万円未満の
新規に婚姻した世帯(自治体独自要件を設けることも可能)

・補助上限額
夫婦ともに29歳以下：１世帯当たり60万円（国交付金額30万
円）
上記以外：１世帯当たり30万円（国交付金額15万円）

宮古島市 宮古島市結婚新生活支援事業  1/2

南城市 南城市結婚新生活支援事業

竹富町 竹富町結婚新生活支援事業  1/2

計

 1/2

恩納村 恩納村結婚新生活支援事業  1/2

久米島町 久米島町結婚新生活支援事業  1/2


